
○　会計別決算の状況

(単位　千円)

※企業会計は、収益的収支額を計上しています(税抜き)。

１　一般会計決算の概要

（単位：千円、％）

226,741 547,118

28,193 43,811翌年度へ繰り越すべき財源 Ｂ

実質収支額 Ａ－Ｂ

△ 15,618 △ 35.6

△ 320,377 △ 58.6

6.4

歳出総額

Ａ 254,934 590,929

1,055,894

1,391,889

△ 335,995 △ 56.9

17,398,549 16,006,660

歳入歳出差引額

　 平成１９年度一般会計の決算額は、歳入１７６億５，３４８万３千円、歳出１７３億９，８５４万９

千円で、翌年度への繰越財源２，８１９万３千円を差し引いた実質収支額は、２億２，６７４万１千

円となりました。

歳入総額 17,653,483

8.7

区　　　分 増 減 額 増減率
平成19年度 平成18年度

16,597,589

決　算　額 決　算　額

204,019

37,837,277 1,833,813 4.8

480 1.8

5,543,247

26,111

236,310 4.3

6,408,380

　西脇市の平成１９年度　各会計別決算の状況は次のとおりです。

区　　　分 歳入額 歳出額Ａ 差引額 １８年度歳出額Ｂ 比較Ａ－Ｂ 伸率％

一 般 会 計 17,653,483 17,398,549 254,934 16,006,660 1,391,889 8.7

特
別
会
計

国 保 会 計 4,947,985 4,937,136 10,849 4,643,896 293,240

126,864

6.3

そ の 他 10,805,135 10,689,120 116,015 10,778,341 △ 89,221 △ 0.8

15,422,237

簡易水道事業会計

計 15,753,120 15,626,256 1.3

企
業
会
計

水 道 事 業 会 計 862,678 840,137 22,541 839,022 1,115 0.1

5,122,511 △ 657,046

35,098 26,591 8,507

△ 244,200

計 6,020,287 6,646,285 △ 625,998

病 院 事 業 会 計

合　　　　計 39,426,890 39,671,090

5,779,557

237,905 3.7

***平成19年度決算の概要***
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(1)　歳入の状況

（単位：千円、％）

4 配当割交付金 31,490 0.2
5 株式等譲渡所得割交付金 21,248 0.1

33.3
構成比

1.2

25,335 0.2

3.2
34.5

532,160

0.2

7

0.1

2.5地方消費税交付金
ｺﾞﾙﾌ場利用税交付金

5,878,853
212,528
26,228

453,1946 443,707

増減率
2.5

0.1
27,952

5,733,4131
2
3

市税
地方譲与税
利子割交付金

比　　　較
増 減 額

145,440

8
9

10

21

15
16
17
18
19
20

分担金及び負担金
使用料及び手数料

9,187
338,577
355,485

11
12
13
14

190,929
1,307,929
1,590,074

887,109

27.4

△ 45,875
△ 75,461

△ 147,569

1.0
0.7

0.5

9.0

△ 27.3
△ 68.8

△ 6.5
△ 3.2

1.9

0.0

2.1

4.2

0.2
167,836
109,698

4,541,200

0.7

24.9
0.1

△ 4.9△ 17,369355,946
0.1 △ 6379,824

2.2 △ 1.1△ 3,950359,435
26.2184,052703,057

5.8 8.984,905958,321

1.1
7.4

0.4 △ 4.4△ 3,00067,730
0.0  皆  減△ 3030
0.7 447.1499,152111,641
0.7

5.4

67.376,812114,117
7.9 △ 0.6△ 8,2151,316,144

76.0686,474903,600
100.0 6.41,055,89416,597,589

86,524
自動車取得税交付金

繰越金
繰入金

国庫支出金

地方特例交付金

県支出金
財産収入
寄附金

地方交付税

△ 319,632
5,796

△ 9,487

20,432
3,538

△ 4,087

△ 60.1
28.4

△ 2.1
5.8

△ 16.1
12.7

0.5 5,037
2.7

区　　　分
平成19年度 平成18年度

決 算 額 構成比 決 算 額

91,561
121,961

市債
合　　　　　計

34,237

諸収入

4,393,631

64,730

交通安全対策特別交付金

0

17,653,483

0.4

2.0
5.0
5.9

100.0

3.5610,793

1,043,226

　 市民税は、三位一体改革による所得税からの税源移譲の影響などにより、前年度決算額

に比して、２億５，６５０万円増収（前年比１２．４％増）となりましたが、固定資産税は１億５４

５万２千円の減収（前年比３．５％減）となったことにより、市税全体として１億４，５４４万円の

増収（前年比２．５％増）となっています。地方譲与税は、税源移譲の影響などにより、３億

１，９６３万２千円減少（前年度比６０．１％減）しました。地方交付税は、普通交付税におい

て、７，０５０万１千円、特別交付税において、合併による包括措置を加算してもなお、７，７０

６万８千円減少しました。国庫支出金は、新基幹系システム導入事業に係る合併市町村補

助金などで、１億８，４０５万２千円増加しました。県支出金も、県民税徴収事務委託金や参

議院議員選挙事務委託金などで、８，４９０万５千円増加しました。また、繰入金は、新病院

建設に伴い約５億６，０００万円の基金を取り崩したため、４億９，９１５万２千円増加しまし

た。市債は、防災行政無線整備のために５億７，９００万円などを借り入れたため、

６億８，６４７万４千円増加しています。

使用料及び手数料
2.0%

地方交付税
24.9%

地方譲与税等
5.6%

市税
33.3%

その他
12.4%市債

9.0%
県支出金

5.9%

国庫支出金
5.0%

分担金及び負担金
1.9%
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(2)　歳出の状況

(ｱ)　目的別

（単位：千円、％）

2,444,566 15.3 399,476 16.3

3,771,077 23.6 158,296 4.2

1,862,546 11.6

1.2

増 減 額

188,059 10.1

185,453 △ 3,259 △ 1.8

比　　　較平成19年度 平成18年度

増減率

1 182,194 1.1議会費

区　　　分
決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

2 2,050,605 11.8総務費

3 3,929,373 22.6民生費

4 2,844,042 16.3衛生費

5 255,148 1.5労働費 244,562 1.5 10,586 4.3

6.8 10,169 0.96 1,099,416 6.3

7 409,252 2.4

1,089,247

201,904 1.2 207,348 102.7

10.9 37,622 2.28 1,783,562 10.3

9 1,171,262 6.7

1,745,940

511,864 3.2 659,398 128.8

9.3 △ 123,707 △ 8.310 1,363,347 7.8
11 0 0.0

1,487,054

1,784 0.0 △ 1,784   皆 減

23,314 1.312 1,834,033 10.5 1,810,719 11.3

△ 26.713 476,315 2.7諸支出金 649,944 4.1 △ 173,629

8.7

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

17,398,549 100.0合　　　　　計 100.0 1,391,88916,006,660

　 歳出の状況を目的別にみると、総務費は新基幹系システム導入事業などにより、１億

８，８０５万円増加しました。民生費は、障害者活動支援センターの整備や双葉小学校区

での学童保育事業を実施するなど、１億５，８２９万円増加しました。衛生費は、新病院建

設に伴う病院会計への負担金増加などにより、３億９，９４７万円増加しました。また、商

工費は、中小企業事業資金融資預託金により、２億７３４万円増加しました。消防費は、

防災行政無線の整備などで、６億５，９３９万円増加しています。

土木費
10.3%

消防費
6.7%

災害復旧費
0.0%

教育費
7.8%

農林水産業費
6.3%

商工費
2.4%

衛生費
16.3%

労働費
1.5%

公債費
10.5%

諸支出金
2.7%

議会費
1.1% 総務費

11.8%

民生費
22.6%
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(ｲ)　性質別

（単位：千円、％）

区　　　分
平成19年度 平成18年度

人件費 2,704,403

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

2,813,660

比　　　較

増 減 額 増減率

△ 3.9

21,981 0.3

0.0

17.6 △ 109,257

22,712

8,103 0.1 △ 5,780

950,491

860,369

294,077

657,066

944,711 109.8

293,425 99.8

111.5

5.4

1.8

5.3

3.5558,189

15.6

1.31,810,298

11.5 108,526 5.91,837,896

11.3

117.7

扶助費

公債費 1,833,010

852,266

10.4

10.4

1,946,422 11.2

10.5

補助事業費

△ 46,279 △ 2.91,563,525 9.0 1,609,804 10.0

587,502 3.4

7.0

△ 2,063 △ 3.655,485 0.3 57,548 0.4

434,562 14.8補助費等 3,365,582 19.3 2,931,020 18.3

△ 135,527 △ 80.8積立金 32,256 0.2 167,783 1.0

5.9

△ 18.9投資及び出資金 105,700 0.6 130,400 0.8 △ 24,700

災害復旧事業費

単独事業費

8.7100.0 16,006,660合　　　　　計 17,398,549

34,530 3.5貸付金

繰出金 2,959,337

維持補修費

物件費

1,027,749

義務的経費

投資的経費

その他の経費

1,215,255

2,323

9,109,634

1,805,080

1,802,757

6,483,835

普通建設事業費

37.3 6,461,854 40.4

17.0

993,219 6.2

52.3 8,684,437 54.2

△ 71.3

425,197 4.9

2,794,663 17.5 164,674 5.9

100.0 1,391,889

　 義務的経費では、人件費は減少しているものの、児童手当の制度拡充などにより扶助

費が増加したため、２，１９８万円の増加となりました。投資的経費は、普通建設事業費の

補助事業費は、これまで、１市４町で行っていた電算共同処理を個別処理に切替える新

基幹系システムの導入などで、２億９，３４２万円増加し、単独事業では防災行政無線整

備事業などで、６億５，７０６万円の増加となりました。また、補助費等は、新病院建設に

伴う病院会計への負担金の増加などにより、４億３，４５６万円増加しました。繰出金は、

下水道事業への繰出金が８，７０３万円増加しています。

災害復旧事業費
0.0%

投資及び出資金
0.6%

繰出金
17.0%貸付金

5.9%

積立金
0.2%

補助費等
19.3%

維持補修費
0.3%

物件費
9.0%

普通建設事業費
10.4%

公債費
10.5%

扶助費
11.2%

人件費
15.6%
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２　特別会計

（単位：千円）

３　企業会計

（単位：千円）

. ※収益的収支額（税抜き）

37,767

1,744,217

0黒田庄地区下水道

1,735,167 9,050 9,050 0下水道

0 0

0 0

老人保健施設

682,749生活排水処理施設

0 0

401,979401,979

471,588 471,588

682,749

0

126,864

0

102,270

15,544

24,594

0 2,036

0 51,618

公営墓地

2,892,456 51,618

4,710

2,944,074

15,626,256

介護保険

　 水道事業は、県水受水施設整備事業を進めるとともに、施設管理、料金関連業務について、

民間活力を積極的に活用し、市民サービスの向上と経営の効率化を図ることにより、２，２５４万

１千円、簡易水道事業においても、８５０万７千円の純利益を生じました。病院事業は、業務量

の確保と業務の見直しによる費用節減を図り、安定した経営基盤の確立に努めましたが、医師

不足、新施設への移転による患者制限などの影響により、６億５，７０４万６千円の赤字となりま

した。

老人保健医療事業

学校給食センター

茜が丘宅地供給事業 211,371

合　　　　　計

4,009,995

15,753,120

195,827 15,544

334,452 0334,452 0 0

2,674 2,036

0

平 成 19 年 度

10,849

歳入歳出
差　  　引

　 特別会計の決算額は１０会計合計で、歳入１５７億５，３１２万円、歳出１５６億２，６２５万

６千円となっています。

　国民健康保険特別会計は、健康づくり地域活動事業などを通じて生活習慣病対策に取り組み

ましたが、保険給付費の増加などにより、前年度より ２億９，３２４万円、生活排水処理施設特

別会計は４，１３４万増加し、茜が丘宅地供給事業特別会計では、平成１６年度から９４宅地の

販売を開始し、４年間で２８宅地を分譲しました。本年度は１０区画を販売したことにより、

６，４０１万円増加しました。

3,972,228

4,937,136国民健康保険

歳　　入

4,947,985

区　　　分
歳　　出

実質収支

10,849

37,767

翌年度へ繰越
すべき財源

0

0

差引収支額

840,137 22,541

△ 657,046

△ 625,998

35,098 26,591 8,507

5,779,557

6,020,287

水道事業

病院事業

6,646,285

区　　分 総　収　益

862,678

総　費　用

5,122,511

簡易水道事業

計
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４　財政指標

経常収支比率 (%)

実質公債費比率(%)

起債制限比率 (%)

財政力指数

9.3 9.9

　 財政構造の弾力性を示す経常収支比率は９４．１％で、経常経費の節減に努めたものの、下

水道事業への繰出金等の増加や地方特例交付金等の経常一般財源の減少により　４．０ポイ

ント増加（悪化）しており、財政構造は弾力性を失いつつあるといえます。

平成19年度 平成18年度

14.9 17.5

90.1

0.6080.610

区　　　分

94.1

経 常 収 支 比 率

87.4
89

90.1

94.1

84.2

78
80
82
84
86
88
90
92
94
96

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

実　質　公　債　費　比　率　等

14.9

16.9 17.5

9.39.910.09.89.5

0.608 0.6100.6020.5930.584

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

実質公債費比率 起債制限比率 財政力指数
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５　市債現在高の状況

（単位：千円）

一般会計

　 借入金である市債の一般会計の平成１９年度末現在高は、防災行政無線整備事業や臨時

財政対策債の発行により、６，４７９万３千円増加（前年比０．４％増）しました。一方、特別会計

においては、下水道事業における元金償還額が増加しているため、７億３，８５２万４千円（前年

比２．３％減）減少しています。また、企業会計では、病院事業で新病院建設により５２億

８，９００万円の企業債を発行したため、大きく増加しています。

水道事業

下水道

黒田庄地区下水道

生活排水処理施設

55,709,105

企業会計

特別会計

老人保健施設

4,726,339

介護保険

15,211,570

合　　　　計

32,513,372

18,755,234

7,790,687

8,048,956

70,592簡易水道事業

病院事業

1,100,754

元金償還額市債発行額

15,146,777 1,590,074 1,525,281

229,884 4,623,480

531,400 1,269,924 31,774,848

1,178,459 12,200,197

3,252,025 40,000 170,956 3,121,069

5,329,700

区　　　　　分
末現在高

平成18年度

3,973,664 59,186,615

0 56,524 14,068

5,289,700 950,979 9,065,060

7,451,174

15,100

516,300

0

13,333 0

4,853,364 0

末現在高

平成19年度中増減額 平成19年度

6,667 6,666

48,758 1,051,996

308,263 7,497,524

676,352 18,595,182

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

一般会計 下水道 黒田庄地区下水道 生活排水処理施設 水道事業 病院事業 その他
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６　基金の状況

（単位：千円）

　借入金である市債に対し、預金である基金の平成１９年度末残高は、５２億４，４８４万３千円

で、財政調整基金には、４億９３０万５千円を新たに積立てました。一方、公共施設整備基金に

ついては、新病院建設や公共施設整備に係る資金に充当するべく５億６，１５３万５千円を取り

崩しました。総額では、２億１，８２１万１千円減少しています。

75,223

5,808 45 0 5,853

合　　　　　計

48,921 26,302 0

5,463,054

そ の 他 基 金 46,895

介 護 保 険 財 政 調 整 基 金

470,011 688,222

401,873 4,856 80,000 326,729

2,107,943 6,222 561,535 1,552,630

85,937 694 4,607 82,024

5,244,843

607 46,430142

1,700 6,667

4,922 4,922 357,925

0 2,463,569

10,862 18,294 99,394106,826

8,304

357,925

409,305

63

末現在高取りくずし額積　立　額

39,513 4,671 0 44,184

184,215

末現在高

2,054,264

公 営 墓 地 基 金

198,845 1,927 16,557生 活 排 水 処 理 事 業 基 金

区　　　　　　分

国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 基 金

地 球 科 学 館 整 備 基 金

職 員 等 の 研 修 基 金

地 域 福 祉 基 金

環 境 基 金

公 共 施 設 整 備 基 金

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

平成19年度平成18年度 平成19年度中増減額

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

財政調整基金 減債基金 公共施設整備基金 その他基金
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７　企業会計的手法　（普通会計バランスシート）

平成19年度・18年度　普通会計バランスシート（各年度３月31日)

(単位：千円）

差引（Ａ-Ｂ）
△ 508,174

　バランスシートとは
　　○普通会計における財政状況を公表するものであり、市が保有している資産（施設や道
　　　路など）と負債等を総括的に表し、単年度収支では把握できない部分を明らかにする
　　　ものです。
　　○資産は、一会計年度を超えて、市の経営資源として見込めるものであり、有形固定資
      産、投資等及び流動資産に分類しています。
　　○負債は、地方債、退職給与引当金等の固定負債及び地方債償還額等の流動負債に
　　　分類しています。
　　○正味資産は、国庫支出金、県支出金、一般財源等に分類しています。

△ 47,274

25,646,586 38,180
総務費 2,678,310

衛生費 794,357 841,631

△ 18,279資

労働費 534,162 538,093 △ 3,931

商工費 1,369,911 1,388,190
土木費 29,659,366 30,478,648

△ 6,815

消防費 1,550,741 977,427 573,314

その他 4,104,394 4,111,209
投資等 6,833,866 7,545,248

△ 556,612

投資・出資金 2,732,625 2,626,925 105,700

基金 3,122,592 3,679,204
退職手当組合積立金 0 262,214

409,305
産

流動資産 3,487,496 3,395,276 92,220

財政調整基金 2,463,569 2,054,264
減債基金 89,384 106,826
歳計現金

地方税
その他

533,829 518,829 15,000

42,019

69,656,059 △ 1,127,336
128,200 120,097 8,103

17,905,838
資 産 合 計 68,528,723

負債 17,905,493

負
固定負債 16,417,066 16,375,047

0 0
退職給与引当金 2,599,567 2,633,793 △ 34,226債
債務負担行為 0

流動負債 1,488,427

正 正味資産
翌年度償還予定額

県支出金
国庫支出金

50,623,230

負 債 ・ 正 味 資 産 合 計
産
資
味

一般財源等 39,337,426
68,528,723

（うち土地） 25,684,766

区　　　　　　　分 平成19年度(Ａ) 平成18年度(Ｂ)
有 形 固 定 資 産 58,207,361 58,715,535

2,508,531 169,779
民生費 1,143,529 1,246,197 △ 102,668

農林水産業費 5,159,728 5,140,132 19,596

△ 819,282

教育費 11,212,863 11,485,477 △ 272,614

△ 711,382

貸付金 978,649 976,905 1,744

△ 262,214

現金預金 2,825,467 2,756,350 69,117

△ 17,442

未収金 662,029 638,926 23,103
272,514 595,260 △ 322,746

△ 345

地方債 13,817,499 13,741,254 76,245

1,530,791 △ 42,364

8,133,903 8,222,486 △ 88,583
51,750,221 △ 1,126,991

1,488,427 1,530,791 △ 42,364

40,316,566 △ 979,140
3,151,901 3,211,169 △ 59,268

69,656,059 △ 1,127,336
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平成19年度・18年度　住民一人あたり普通会計バランスシート（各年度３月31日)

(単位：千円）

3
差引（Ａ-Ｂ）

　住民一人あたりのバランスシート
　　○バランスシートのそれぞれの項目を人口で割ると、住民一人あたりの財産の額や負債
　　　の額などを一覧表で示すことができます。
　　　西脇市民一人あたりの資産は約１５２万６千円であり、負債は約３９万９千円となってい
　　　ます。

有 形 固 定 資 産 1,296 1,293
7

総務費 60
（うち土地） 572 565

55 5
民生費 25 27
衛生費 18 19

農林水産業費 115
労働費 12

商工費 30 31資
土木費 660 671

教育費 250
消防費 35

その他 91 91
投資等 152 166

貸付金 22
投資・出資金 61

基金 69 81
退職手当組合積立金 0 6

現金預金 63産
流動資産 78

財政調整基金 55 45
減債基金 2 3
歳計現金

未収金

△ 8

地方税 12 11 1
その他 3 3 0

資 産 合 計 1,526 1,534
負債 399 394

0
負

固定負債 366 361 5

債
債務負担行為 0 0
退職給与引当金 58 58

△ 13正

流動負債 33 33 0

△ 1
産
資
味 国庫支出金 181 181 0

一般財源 876
県支出金 70 71

正味資産 1,127 1,140

区　　　　　　　分 平成19年度(Ａ) 平成18年度(Ｂ)

△ 1
△ 2

113 2
012

△ 11
△ 1

253 △ 3
1421

△ 14
0

21 1
358

△ 6
△ 12

61 2
375

△ 1
10

15 14 1
6 13 △ 7

5

地方債 308 303 5

0

翌年度償還予定額 33 33 0

888 △ 12
負 債 ・ 正 味 資 産 合 計 1,526 1,534 △ 8
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